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非構造部材の構造安全性確保
― 間仕切壁や昇降機を対象として ―

国立研究開発法人 建築研究所建築生産研究グループ主任研究員 沖　佑典

１.はじめに

(１)背景
安全・快適に住まい、または事業を営

むために、建物を構成する「非構造部材」
と呼ばれる部材が所定の機能を担うこと
となる。非構造部材は、建物自体が受け
る外力を負担する部分（構造躯体）と区
別されており、内外壁や天井などが該当
するほか、建築設備やそれらの支持部分
も含まれる場合がある。構造躯体におい
て荷重・外力に対する構造安全性の検討
を要することと同様に、非構造部材にお
いては、それ自体が安定的に自立するま
たは構造躯体に支持されるために、想定
される外力に対し、非構造部材や支持部
材の強度や変形追従性によって対応でき
るかといった“構造的な”検討が必要不
可欠である。
一方で、2016 年に発生した熊本地震

において、構造躯体に倒壊・崩壊等に至
る被害がなくても、非構造部材の損傷１）

等により、被災時に機能の継続が期待さ
れる防災拠点や避難所等において、当該
機能の継続が阻害される事例が見られた。
このような事例を教訓として、地震後に
おける建物の機能継続も BCP（業務継続
計画）等において重要な観点と捉えられ、
国土交通省から『防災拠点等となる建築
物に係る機能継続ガイドライン』２）が発

出されたほか、官庁施設が有すべき基本
的な性能として非構造部材の耐震に関わ
る項目の明確化３）などの動きも追随した。
また、重要拠点等建物の設計・計画に資
する留意事項等資料の整備も進められつ
つある４）ほか、後述する LGS 壁において
は、建築研究開発コンソーシアムの研究
会を通じた耐震性能把握等に関する検
討・意見交換等が行われている。

(２)研究の目的と検討対象
上記のように非構造部材の耐震性確保

は喫緊の課題であるが、構造躯体に比べ
て耐震設計の枠組が未整備の部分が多い。
また、構造安全性の評価等に資するだけ
の損傷メカニズムの知見等が整理されて
いるとは言えない。本稿では、非構造部
材の構造安全性を把握することを目的に、
「LGS 壁（図－１（a））」および「エレベー
ター（図－１（b））」を取り上げ、研究
事例を紹介するとともに、最近の地震被
害により確認された課題について概説す
る。
ここで、LGS 壁とは、軽量鉄骨下地（LGS）

とせっこうボード等で壁面を構成する間
仕切壁を指す。空間を仕切る目的のほか、
防耐火や遮音等の性能が期待される場合
もある。エレベーターは建物の上下階の
移動に用いられるものであり、建築基準
法の「建築設備」に該当する。この２つ

の非構造部材は使用目的、構工法とも異
なるが、いずれも多数の部材・部品によ
り構成され建物に支持されており、地震
時等の外力に対する応力伝達メカニズム
が複雑であると想定される。また、近年
の大規模な地震において多くの被害が覚
知されている。また、建物の上下床また
は階をまたいで多点で支持されるため、
非構造部材自体の慣性力のみならず層間
変形角による強制変形の作用が想定され
るという共通点もある。

２．LGS壁の構造安全性

(１)面内変形と面外力を受けるLGS
壁の実験５～７）

LGS 壁に生じる応力として想定される
慣性力相当の面外力（以下「面外力」と
いう。）と躯体の層間変形に起因する強制
変形（以下「面内変形」という。）のそれ
ぞれに対する耐力や損傷メカニズムの実
験的知見は多く存在する。一方で、地震
時にはさまざまな方向からの外力が生じ、
脱落した被害からはどのような原因かが
明確でなかったこともあり、両者が同時
に加わる場合の力学挙動に関する知見が
ほとんど存在しなかった。そこで、実験
的に面内と面外の力が LGS壁に生じるよ
うな、より地震動による実際の応力状態
に近い状況を模擬し、力学挙動を静的載
荷実験の範囲で確認している（図－２）。

図－１　本稿で対象とする非構造部材 図－２　LGS壁試験体および載荷実験用フレーム
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実験では、高さ３ｍ、幅５ｍの LGS 壁
を試験体としている。構造躯体を模擬す
る実験装置（鉄骨ピンフレーム）の上下
の梁に直接支持され、左右の端部は柱に
隣接するものとする。スタッドと呼ばれ
る LGS の部材は、上下の床にボルト留め
された LGS（ランナ）に緊結されず、ス
ライド可能な機構である。
LGS 壁に面外力を作用させながら、同

時に面内変形を与える載荷を実施する
（実験の様子は図－３）。最終的にボード
が剥離し、面外力を維持することが不可
となった。このような損傷でも LGS 壁が
自立できなくなる状況は、面内・面外ど
ちらかの載荷によるこれまでの実験研究
では確認されなかったことから、同時に
加わることにより異なる力学挙動が生じ
るおそれがあることが示唆される。
LGS 壁に与える面外力（面外たわみ）

の程度を変えて同様に試験すると、面外
たわみが小さい場合はボード隅角部のつ
ぶれにとどまり、面外たわみが大きい場
合、損傷はボードの面外変形や剥離まで
発生していた。このことから、最終的な
損傷が隅角部のつぶれまでであれば構造
安全上許容されると仮定し、その兆候と
なる損傷（ここでは、図－４に示す目地
部での水平ズレの急増）に着目し、この
ときの面内力（層間変形角）について整
理する。損傷の兆候が見られた時の層間
変形角と生じていた面外たわみ角につい
て整理した一例を図－５に示している。
プロットの種類は損傷の種類を表してい
る。詳細な説明は割愛するが、破線の左
側まで（0.16％以内）の面外たわみ角
では実験装置の限界である面内 2.5％の
層間変形角までボード隅のつぶれに留
まっている一方で、破線を超える面外た
わみ角では最終的にボードの面外への損
傷が生じる。このような分析を踏まえ、
面外たわみ角が抑制されることで、LGS
壁が面内・面外の挙動が同時に生じたと

しても、隅角部のつぶれに留めることが
可能となる条件が明らかとなってきた。

(２)能登半島地震における地震被害
から見えた課題

2024 年に能登半島地震が発生し、非
構造部材の被害が多く見られた。国土技
術政策総合研究所・　建築研究所では、
非構造部材の建物被害があったとの情報
を受けて現地にて内観・外観調査を行っ
た非構造部材の被害について分析してい
る８）。非構造部材のうち LGS壁の被害の
中には、前節の実験で得られているよう
なボードの損傷・脱落、スタッドの変形（図
－６（a））も見られているが、この他に、
天井や扉等との取合い部を有する壁にお
ける天井面高さでのスタッドの損傷、支

持部分からの脱落に伴う壁全体の転倒（図
－６（b））が確認された。現時点で得ら
れた実験の結果は、LGS 壁が構造躯体に
直接的に支持された（理想的な）条件を
模擬したものであり、得られている耐力
等の結果も“理想的”な支持条件下のも
のであるが、現地調査で見られた壁の被
害の一部は、必ずしも理想的な支持条件
とはなっていないとみられるものであっ
た。これらの支持方法は構造安全性の面
では避けるべきであると考えられるが、
現実的にはやむを得ず採用する場合もあ
ると推察される。このような現実的な支
持条件等を考慮しつつ、被害の起点にな
らないよう、耐震性にも配慮した LGS壁
の設計・計画上の留意事項を確認してい
くことが今後の研究において課題となる。

図－６　能登半島地震（2024年）におけるLGS壁の被害

図－３　面内・面外同時載荷実験の様子（面外たわみ１％到達時の面外力を維持して面内載荷）

図－４　上張り目地の水平ズレと面内変形の関係

図－５　水平ズレ急増時の層間変形角とたわみ角の関

係の例（GB-F12.5㎜両面２枚張り）
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３.エレベーターの構造安全
性

(１)既往の基規準とエレベーターの
耐震

昇降機特にエレベーターは、非構造部
材の耐震について示されている日本建築
学会の指針９）、建築設備のうち設備機器・
配管等の耐震に関する　日本建築セン
ター刊行の指針 10）においては対象外と
されている一方、「昇降機技術基準の解
説 11）」が建築基準法令の逐条解説書とし
て示されており、その中の「昇降機耐震
設計・施工指針」に各部品の強度検証の
方法等が示されている。一方で、高層な
防災拠点の機能継続やマンションでの生
活継続の可否を判断する場合、上下の移
動に利用されるエレベーターの継続使用
可否が重要性を増しつつある。すなわち、
建物を構成する部分としてエレベーター
が重要性を増しつつある。
多くのエレベーターに採用されている

トラクション式エレベーターは、建物に
昇降路が設けられ、昇降路内にて、一端
を人の乗るかごに、他端を釣合おもりに
緊結した主索を昇降路上部にある巻上機
にかけ、巻上機の動力によりかごを昇降
させる方式である。かごと釣合おもりそ
れぞれの両側には、昇降動作を案内する
ガイドレール（以下「レール」という。）
が設置されている。レールはかご・釣合
おもりの荷重を基本負担しないが、地震
時に生じる水平方向の力に対しては変位
を抑制し、かご・釣合おもりの慣性力等
に起因する力はレール等を介して構造躯
体に伝達される。一方で、レールを鉄骨
造の構造躯体にレールを支持させるとき、
支持部品であるレールブラケット（以下
「ブラケット」という。）およびレールク
リップは構造躯体の梁等がある各階での
み設置が可能である。
2016 ～ 2021 年に発生した中規模以

上の地震によるエレベーターの停止事象
の発生要因について、令和３年度建築基
準整備促進事業（基整促）P1412）におい
て実施した調査結果より、地震の瞬間に
人が乗っていれば閉じ込めとなり得た事
例が 1203 台報告され、このうち、かご
または釣合おもりの脱レールの事例が
128 台あった。また、上記基整促の検討
結果を踏まえつつ、国土技術政策総合研
究所の総合技術開発プロジェクトでも、
エレベーターの地震後の継続使用性に着
目した評価のあり方について検討が行わ

れているところである 13）。
上記のような各種基準や進行中の検討

等があり、エレベーター自体の耐震につ
いては昇降機耐震設計・施工指針に解説
されているものの、建物（構造躯体）の
耐震に関する規定と上記耐震指針が必ず
しも連携するようにはなっていない。特
に、上下階に貫通するレール等は、かご・
釣合おもりからの慣性力に起因する水平
力に加え、建物の層間変形の影響を受け
る可能性がある。建物の層間変形の考慮
については建物の高層の場合に限定して
検討方法が示されているのみであり、一
般的には層間変形の影響が抑制されてい
ることを前提としていると思われる。
そこで、地震後の建物機能の維持にエ

レベーターも指向するため、それを阻害
する閉じ込めの要因のうち「釣合おもり
の脱レール」に着目し、地震時に建物か
ら受ける層間変形と釣合おもりの慣性力
等に対するレール等への影響を調査する
ことを目的として、図－１（b）に示す

部分を対象に解析および実験の両面での
検討を試みた。

(２)釣合おもりとレールの層間変形
角に対する挙動（１階分）14，15）

初期段階として、１階床分の釣合おも
りやレール部分を抽出し、層間変形角に
よる強制変形を与える試験を実施した
（図－７）。実験は、釣合おもりに対する
左右方向・前後方向・45 度方向の３方
向それぞれに単調に強制変形を与えるこ
ととし、釣合おもりやレール等の挙動を
観察した。
結果として、強制変形が比較的大きい

領域までレールを作用させたが、目視で
確認できる範囲での損傷や脱落事象は確
認されなかった。一方で、試験体の挙動
として、レールとブラケットの接合部に
おける回転とみられる挙動、レールから
釣合おもりが接触・離間する挙動が確認
された（図－８）。エレベーターは複数
階をまたいで設置されるため、複数階で

図－８　実験によりみられた釣合おもり・レール等の挙動

図－７　釣合おもりおよびレールの実験
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も今回の各部分の挙動が同様に得られる
かが、今後確認すべき事項として挙げら
れる。

(３)レールの解析的検討16）

複数階をまたいで設置されるレールが
釣合おもりから受ける水平力に加えて層
間変形による影響を同時に受ける場合の
レールに生じる応力とたわみについて、
昇降機耐震設計・施工指針に記載されて
いる３スパンモデルを基に計算を試みる。
解析モデルを図－９に示す。
検討の一例として、１トンの釣合おも
りから水平震度 0.6 に相当する水平力を
受ける場合の、層間変位（層間変形角）
とレールに生じる応力度の最大値の関係
を図－ 10に示す。約 1.33％を同時に受
けると降伏応力度に到達すると推察され
る。この例より、おもりから受ける水平
力についてレールの構造安全性を確保し
たとしても、建物からの層間変位に起因
する強制変形の有無が、許容できるレー
ルの応力度の余力に影響することが推察
される。

４.おわりに

本稿では、非構造部材として LGS 壁や
エレベーターの要素を対象に、それらの
構造安全性確保に向けた基本的な力学挙
動や損傷メカニズムの検討について紹介
した。
一方で、最近の地震による損傷や故障
の原因などが調査・分析されている。こ
れらの調査結果をみると、現状実施して
いる実験や解析検討の結果推測される損
傷メカニズムのみでは、未だ地震被害を
説明できていない部分が多い。実験検討
では、各種非構造部材が本来持つ構造性
能について明らかにできつつあると思わ
れるが、今後は、現実にあり得る支持条
件による影響の検討も、非構造部材の機

能継続性について検討するには必要とな
る。
以上のように、非構造部材を“構造的
に”捉えた研究は道半ばであるが、構造
安全性の向上に向けて地道に知見が積み
上げられつつある。今後も詳細な解明を
していくとともに、現実的な条件を踏ま
えた知見を集積していくことで、ひいて
は非構造部材の耐震性の向上とともに、
建物の機能継続に寄与するよう、取り組
んでいきたい。
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